（サンプル）OEM契約書

株式会社○○○○（以下、「甲」という。）と、株式会社○○○○（以下、「乙」という。）とは、甲乙間の製品の供給に関し、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（目的）

甲及び乙は、本契約に基づき、甲乙協議の上その仕様を決定し、乙によって製造される所定の製品（以下、（本件OEM製品）という。）を、甲の商標及び商号を付した上で甲において販売することを目的としたＯＥＭ取引を意図している。

２　甲は、本件OEM製品の製造及びこれらを甲に供給することを乙に委託し、本件OEM製品を、乙より買い取ることを約し、乙はこれを引き受ける。

第２条（仕様等の決定）

本件OEM製品の仕様については、後日の疑義を防ぐため、その詳細を甲乙協議した上、甲が製品の仕様、商標またはマーク（本件OEM製品及びそれらの梱包資材、販促資材に表示される商標、商号、所定のマークその他の表示であって甲が書面によりその規格や表示の態様、表示の方法等について指定するもの。以下、「本件商標」という。）の詳細、マニュアル及び取扱いガイド資料等（以下、単に「仕様等」という。）を決定し、これらを書面として作成して乙に交付するものとする。

２　甲は、前項の仕様等に変更の必要が生じたときは、乙と協議の上、前項の仕様を変更することができる。

３　乙は、本条の仕様等に従って、本件OEM製品を製造するものとする。

第３条（個別契約）

甲は、本件OEM製品の発注にあたり、その要求する納期の少なくとも○○日前迄に、乙に対し、所定の注文書に製品の詳細その他必要事項を記載してこれを乙に交付する。

２　乙は、前項の注文書の受領後○日以内に、甲に対し、ＦＡＸまたはその他の文書をもって、前項の発注に対し承諾するかどうか返答する。

３　前項の規定により、乙が承諾の意思表示をしたときに、注文書に基づく個別契約が成立するものとする。

４　乙は、注文書の記載内容が合理的でないなど、注文に対応できない事由の認められるときは、注文書に基づく甲の発注を拒絶することができる。

第４条（商標等）

乙は、本件OEM製品及び本件OEM製品の包装資材、販促資材等に、甲の指示する仕様等に従って本件商標を表示しなければならない。

２　乙は、本契約に基づいて製造され、甲に供給される本件OEM製品を除いては、本件商標を付したいかなる製品も、自己または第三者のために製造、販売、譲渡、その他一切の処分をしないものとする。

３　乙は、甲の事前の書面による承諾を得ることなく、本件商標を使用してはならないし、本契約の目的以外に流用してはならず、かつ、本件商標に類似する商標を使用してはならない。

４　乙は、本件商標に関するいかなる出願もしてはならない。

第５条（価格）

本件OEM製品の購入価格は、甲乙協議の上別途規定する。

２　前項の購入価格は、甲乙記名捺印した書面による合意をもってのみ、変更し得るものとする。

３　本条の購入価格には、別に定める場合を除き、本件OEM製品の梱包費用、納入場所までの運搬費用を含むものとし、消費税その他の租税は含まれないものとする。

第６条（納入）

乙は、本件OEM製品を、個別契約によって甲が指定した納入期日迄に、指定された納入場所に納入するものとする。

第７条（検査）

甲は、乙による本件OEM製品の納入後、○日以内に、甲の定めた点検方法、検査基準に基づき受け入れ検査を行い、合格していると認めたもののみ受け入れる（以下、「検収」という。）ものとし、不合格となったものについては、速やかに書面等により乙に通知する。

２　乙は、前項の検査の結果不合格となったものについて、乙の負担で引き取り、遅滞なく補修または代品の納入を行い、数量不足の場合は追加納入をして、再度前項の検査を受けなければならない。

３　乙は、第１項所定の期間内に、甲より何らの通知も受領しないときは、本件OEM製品が甲の検査に合格したものとみなす。

第８条（特別採用）

甲は、前条の受け入れ検査の結果、不合格となった物であっても、その不合格理由が些細であって、甲が支障なしと認めるときは、乙と協議の上、代金額を決定して、特別にこれを引き取ることができる。

第９条（所有権及び危険負担）

本件OEM製品の所有権は、検収をもって乙から甲に移転するものとする。ただし、前条の規定に基づき特別採用された本件製品の所有権については、甲が乙に対して特別採用の決定の意思表示をしたときに、甲に移転する。

２　本件製品の全部または一部が、納入のときまでに、甲乙いずれの責にも帰さない事由により滅失または毀損したときは、乙がその損害を負担する。

第１０条（支払）

甲は、検収が完了した本件OEM製品の代金を、毎月末日締切り、翌月○日（当該日が土曜・日曜、祭日等休日となるときは、その直前の営業日）迄に乙の指定する銀行口座に振込む方法により支払うものとする。なお、振込手数料は甲の負担とする。

２　前項にかかわらず、個別契約において、別に支払方法及び条件を定めているときは、それに従うものとする。

第１１条（瑕疵担保責任）

甲は、本件OEM製品の検収完了後１年以内に乙の責に帰すべき隠れた瑕疵を発見した場合は、遅滞なく乙に通知することにより、乙に対し、乙の負担による補修、補足、代品納入の措置またはこれに代えて若しくは併せて損害賠償を請求することができる。

２　甲は、甲が前項の期間内に、瑕疵のある製品の販売に起因した損害を被った場合には、甲は乙に対し、係る損害の賠償を請求できるものとする。

３　甲は、乙の生産体制及び品質管理体制を確認する目的で、合理的な範囲内において、乙の事務所または製造施設に立入ることができるものとする。ただし、当該立入りの実施にあたっては、乙に対し事前に通知し、乙の業務に支障の生じることのないよう最善の配慮を要するものとする。

第１２条（製造物責任）

本件OEM製品の欠陥により、第三者の生命、身体または財産に損害が生じ、甲がかかる第三者より損害賠償等の請求を受けた場合、または受けるおそれが生じた場合には、甲はその旨を直ちに乙に対し通知し、甲乙協力して問題の解決にあたるものとする。

２　前項の場合であって、甲が第三者に対して損害賠償の責任を負担するに至ったときは、甲は乙に対し、かかる第三者に対する損害賠償により自己に生じた損害を求償する。ただし、かかる第三者に生じた損害が、専ら甲の指定した仕様等その他本件OEM製品の製造に関して甲から乙に対し行われた指示に起因するものであるときはこの限りでない。

第１３条（知的財産権）

本件OEM製品及び仕様等その他の、甲から乙に対する技術情報の提供に含まれる、特許権その他あらゆる知的財産権は、甲の固有の財産として甲に帰属することを確認する。

第１４条（再委託）

乙は、本件OEM製品の製造に係る業務の全部または一部を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得た場合はこの限りでない。

２　乙は、前項但書の場合といえども、本契約に規定する納入、瑕疵担保責任、秘密保持義務等に関し本契約及び個別契約で負う義務を免れない。

第１５条（競合避止義務）

乙は、甲から事前に書面による承諾を得た場合を除き、甲以外の第三者に、本件OEM製品と同一または類似の製品を製造、供給、販売してはならない。

２　前項の規定にかかわらず、乙は、自己の商標または商号に基づき、本件OEM製品もしくは本件OEM製品と類似の製品を製造または販売することができる。

第１６条（秘密保持義務）

甲及び乙は、本契約及び個別契約の履行のため相手方より提供を受けた技術上または営業上その他業務上の情報（以下「秘密情報」という。）を、相手方の書面による事前の承諾なく第三者に開示または漏洩してはならない。ただし、次の各号のいずれか一つに該当する情報についてはこの限りではない。

（１）開示を受けた時点で秘密保持義務を負うことなく既に保有している情報

（２）秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手したことを立証できる情報

（３）相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発したことを立証できる情報

（４）本契約及び個別契約に違反することなく、かつ、受領の前後を問わず公知となった情報

２　秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理に必要な措置を講ずるものとし、当該秘密情報を第三者に開示する場合は、事前に相手方からの書面による承諾を受けなければならない。ただし、法令の定めに基づきまたは権限ある官公署から開示の要求があった場合はこの限りでない。

３　本条の規定は、本契約終了後においても○年間存続するものとする。

第１７条（製造中止または契約解除）

甲は、以下の各号に該当する事由がある場合、本件OEM製品の製造中止を乙に要求することができる。

（１）本件OEM製品において仕様等に明らかに合致していない場合

（２）本件OEM製品において重大または外観上明らかな瑕疵が認められる場合

（３）前各号のほか、本件OEM製品の販売が不能となる特殊な事情が生じた場合

２　甲は、前号の（１）または（２）に該当する場合は、前項の製造中止と併せて、当該不一致または瑕疵ある製品の製造を目的とする個別契約を解除できる。

３　甲及び乙は、相手方について以下の各号のいずれかに該当したときは、催告を要さず、直ちに本契約及び個別契約の全部または一部を解除できる。

（１）契約の締結または履行にあたり、不正な行為をしたとき

（２）破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始の申立若しくは、特別清算開始の申立があったとき

（３）自ら振出しまたは引受けた手形・小切手について、不渡処分を受けたとき

（４）監督官庁より業務停止または事業免許若しくは事業登録の取消処分等を受けたとき

（５）解散、合併または営業の全部または重要な財産の一部の譲渡を決議したとき

４　甲及び乙は、相手方が期限内に契約を履行しない場合または履行する見込みが明らかにないと認められる場合において相当の期間をおいて催告したにもかかわらずこれを是正しないときは、本契約及び個別契約の全部または一部を解除できる。

第１８条（契約期間）

本契約は、本契約の規定により解除されない限り、○年間有効とする。

２　本契約は、甲乙いずれの当事者からも、前項による契約期間満了の少なくとも○ヶ月前までに書面により契約期間の延長を希望しない旨の申入れのない限り、更に１年間延長されるものとし、以後も同様とする。

第１９条（管轄裁判所）

この契約に係る訴訟については、○○裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

以上、本契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成○○年○○月○○日

（甲）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印

（乙）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印






